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1.まえがき 
 
 近年、情報技術の社会への浸透に伴い、教育現

場でも情報化による変化が起こり遠隔講義や

WBT（Web Based Training）が普及しつつある。

遠隔教育に関しては、大学審議会で大学設置基準

の改正に向けて検討が行われ、平成 11 年 3 月改

正では遠隔講義により習得できる単位数が 60 単

位まで可能になり、また平成 13 年 3 月からは同

時性・双方向性がなくても、対面講義と同等の学

習成果を確保されると評価される場合には、遠隔

講義として単位を認定できるようになった。この

ため、現在多くの教育システムと教材が開発され

ている1)。さらに、平成 19 年にはすべての講義を

インターネットで行う日本初の通信制大学「サイ

バー大学」が開校されるなど大きな変化がみられ、

社会的にも注目されている2)。このような動向の

背後には、平成 13 年 1 月に発表された日本政府

の「e-Japan戦略」も大きな影響を与えたと考え

られる3)。 

 以 上 の よ う な 法 制 面 の 整 備 と と も に、

e-learningを導入する大学が増えてきたが、これ

までのe-learningの実施例を見ると高価な機器や

施設を導入した事例が多く、遠隔講義やWBTなど

のe-learningシステムによる教育効果の具体的な

検証が乏しいのが現状である。また、教育コンテ

ンツも多数供給されるようになったが、すべての

教育機関に適合したコンテンツは皆無であり、そ

れぞれの教育機関の要求レベルと内容に即したコ

ンテンツの開発が望まれている。そこで、本論文

4),5)では独自にe-learningシステムを構築するこ

とから始め、e-learningに必要な学習管理システ

ム（LMS：Learning Management System）の構

築を行い、教育効果の検証を行った。コンテンツ

に関しては「学科の教育目標に合わせた学習内容」

を目指し、本学のシステム情報工学科の学生約 80
名に対し制御工学の講義でe-learningシステムの

試験運用を行い、e-learningシステムの評価と教

育効果の検証をした。その結果、最終的に、41 名

の学生について平均点でかなりの向上が確認され

1 



た。 
 本論文は構築した e-learningシステムと教育効

果の検証について述べたものである。 
 
2. e-learning システム 
2.1  e-learningの定義6)

 日本政府の e-learning 白書（2005/2006 年度版）

によると、その定義は固定的なものではなく、

WBT に代表される非同期型・オンライン型を想

定した「狭義」のものと、情報技術を使っている

ものすべてを e-learning とする「広義」で捉える

場合とを包含している。また、対面講義と

e-learning を併用したブレンディッド･ラーニン

グも考えられる。本論文で述べる Web based 
e-learning とは、ネットワークを用いた WBT 型

の遠隔教育である。 
 
2.2 高等教育における e-learning の現状 
 e-learning 白書（2005/2006 年度版）によると

e-learning を実施している日本の大学の事例を

10 件ほど挙げているが、実際に実施している大学

はこの他にも相当数あると考えられる。これらの

大学での経験によると、「対面授業との組み合わせ

が必要」、「授業以外の学習支援が必要」、「教材の

作成が容易でない」と考えている人が多い。一方、

「社会人学生が増加」、「高等教育の活性化につな

がる」、「最先端の情報を収集できる教育ができる」

という新たな期待も高く、今後実施大学が増加す

る傾向にある。 
 
2.3 e-learning実施上の課題7),8)

(1) 導入費用 
 現在さまざまな e-learningシステムが開発され

ており、また、いろいろな大学で導入されている。

しかし、これらのシステムは大掛かりで高価なも

のが多く、本格的な導入には専門的なスタッフを

必要とする。一方、e-learning の教育効果につい

ては評価が分かれており、費用対効果が不明なシ

ステムの導入に当初から多額の費用を投入するこ

とは得策ではない。そこで、本研究では、費用の

かからない独自の e-learning システムを構築し、

教育評価の検証に注力することにした。 
(2) コンテンツ作成の労力 
 一般に e-learningのコンテンツ作成には多大の

労力と時間を必要とする。e-learning システムの

導入を行っても、コンテンツ作成に教員の時間を

とられるので実施が円滑に進まないとも云われて

いる。大学で必要なコンテンツを大別すると遠隔

講義型と WBT 型に分けることができよう。遠隔

講義型に関しては、教授者がパワーポイントを使

用しながら講演すれば自動的に遠隔講義教材が出

来上がる便利なツールも現れていることから、こ

の型のコンテンツの作成は容易になっており、専

門的な知識と支援スタッフは不要である。しかし、

WBT 型のコンテンツに関しては、e-learning の

コンテンツ作成を意識した学習内容と演習課題を

準備する必要がある。つまり、各 15 回の講義に

対する完結した講義テキストと演習課題を完成さ

せる必要がある。また、理工系のテキストは数式、

図、表を含んでおり、文系のテキストよりは作成

に手間がかかる。本研究では、これまで完成して

いた独自の講義テキストを基に演習課題を作成し、

WBT 型のコンテンツを作成した。 
(3) 対面講義との連携 
 能力の高い受講者にとっては、e-learning のコ

ンテンツを学習しただけで演習課題を解き、自分

で前に進むことは容易である。しかし、能力の低

い受講者にとっては、自力だけで学習することは

困難である。そこで、e-learning と対面講義との

連携が必要になる。講義の進捗に合わせた学習内

容と演習課題、期末試験などに合わせた内容を周

到に準備することにより、教育効果が上がること

が本研究の過程で明らかになった。さらに、

e-learning では、各段階を追って演習課題が与え

られるので、対面講義だけでは得られない学習の

促進強化が行われることも分かった。また、

e-learning では BBS などにより、学生からの反

応を考慮しながら授業を進めることができ、工夫

の仕方によっては対面授業だけでは実現できない

教育機能ももっていると考えられる。 
(4) 著作権9)

 著作権法第 35 条によれば、教育機関の教室で

行われる講義については、出版物を複製して配布

することが著作権上許されている。しかし、コン

テンツをサーバに搭載しネットワークを介して講

義を行う場合には、著作権の問題が発生する。し

たがって最低限引用を明確にすることが必要であ

り、大幅な引用を行う場合には、著者、出版社の
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許諾を得る必要がある。e-learning 教材を作成す

る場合は、以上のような著作権を意識する必要が

ある。 
 
2.4 e-learning システムの仕様 

前述の通り、本研究では市販の e-learning シス

テムを利用するのではなく、学科レベルで運用可

能なシステムを独自に構築した。システム構築の

基本構想は「低コストで柔軟なシステムの構築」、

「学科単位で導入可能なシステムの構築」を目指

して行った。また、コンテンツに関しては「学科

に合わせた学習内容」を目指している。システム

を独自に構築することにより、コストを大きく削

減することができる。また、システム全体を把握

しているためシステムの拡張、追加、運用に関し

ても対応が迅速になる。全体として、独自システ

ムを構築するため、教育効果が得られた場合、費

用対効果は非常に大きくなる。コンテンツに関し

ても、データを収集しながら更新していくことに

より、本学科に合った教材の提供が可能になる。 
 

2.4.1 e-learning システムに要求される機能 
 e-learning システムを構築する場合に要求され

る機能である学習管理システム（LMS：Learning 
Ｍanagement System）はログイン機能、ユーザ

管理機能、学習機能、問題提示･採点機能、成績管

理機能、双方向性を持った質問機能、出欠管理機

能などがある。以下それぞれの機能について説明

する。 
(1) ログイン機能 
 ログイン機能は、会員限定のサービス（コンテ

ンツの閲覧、ダウンロード等）を利用する際にユ

ーザを識別し認証する機能である。Web 上のサー

ビスだけでなく、コンピュータやネットワークシ

ステムを利用する際にも利用される。 
(2) ユーザ管理機能 
 ユーザ管理機能は、個々のユーザを区別するこ

とによって最適な環境を提供するための機能であ

る。管理項目内容は ID、PW（パスワード）、ロ

グイン履歴、接続時間、学習履歴、成績などの項

目を管理しており、ユーザごとに異なる理解度を

把握するための情報にもなる。 
(3) 問題提示・採点機能 

 問題提示機能は、教材の課題出題を行う機能で

ある。課題を実行する場合、DB（データベース）

にアクセスし、選択された課題の情報を抽出し出

題する機能である。主にテキスト、静止画で表示

される。採点機能は問題提示機能により抽出され

た情報を用い採点を行う機能である。 
(4) 成績管理機能 
 成績管理機能は、ユーザ情報管理内の成績管理

を行う。課題に対する得点、得意不得意分野の傾

向などの情報を管理する機能である。 
(5) 方向性を持った質問機能 
 双方向性を持った質問機能にはチャット、BBS
を利用した Q&A を行う機能である。チャットを

利用した場合、講師とリアルタイムにコミュニケ

ーションを取ることが可能であり、ユーザが理解

していない内容に関してユーザのレベルで質問し

ていくことができる。しかし、実際の授業では複

数のユーザが同時にチャットを利用したい場合な

ど講師に大きな負担となる。そこで、BBS をに利

用した方が実際的であると考える。BBS はユーザ

のフィードバックにも利用できるので、コンテン

ツやシステムの改善のためにも有効である。 
(6) 出欠管理機能 
 出欠管理機能は、ユーザ管理機能とログイン機

能と連動して出欠情報を管理する機能である。こ

の機能を利用することで出席状況を自動で更新し、

情報を閲覧するだけで出欠状況が把握できるよう

になる。出席状況やテストの得点から単位を認定

するための情報になり得る。しかし、出欠管理機

能に関しては本大学の学務システムと重複するの

で除外することにした。 
 以上の機能を考慮して e-learningシステムを構

築した。 
 
2.4.2 e-learningシステムの構成10),11)

 前節で e-learningシステムに要求される機能に

ついて述べた。そこで、本研究で構築すべき 
e-learning システムについて以下にまとめた。 
(a) 本研究で構築すべき最低限必要な機能 
本研究で構築すべき最低限必要な機能の一覧と利

用目的を表 1 に示す。 
(b) 開発環境 
サーバ PC と開発兼クライアント PC のハードウ

ェアの構成を表 2 に示す。 
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表 1 構築した機能の一覧 
e-learning の機能一覧 利用目的 

ログイン機能 

ID を発行したユーザに

のみコンテンツを閲覧す

る権利を与えるために利

用 

ユーザ管理機能 

受講者 ID,受講者名,受

講者 PW,コース情報,セ

クション情報,日付,IP ア

ドレス,閲覧状況以上 8
項目の管理のために利用

学習機能 
学習コンテンツ閲覧のた

めに利用 

問題提示機能 
課題を出題するために利

用 

採点機能 
課題の採点とユーザ情報

の更新に利用 

成績管理機能 
成績からデータを収集す

ることに利用 

双方向性を持った質問

機能 

BBS を利用し,講師･ユー

ザ間のコミュニケーショ

ンツールとして利用 

 
 

表 2 開発のハードウエア環境 

  サーバ PC 

開発兼クライアント

PC 
(動作チェック用)

CPU Intel Pentium4 
1.7GHz 

PentiumR4 CPU 
3.2GHz 

メモリ容量 512MB 1.5G 
ハード 

ディスク 
100GB 150GB 

 
 

表 3 ソフトウエア構成 
  サーバ PC クライアント PC 

OS   
(動作確認済) 

Windows 
2000 Server Windows 2000,XP 

開発環境 
VB.NET 

2003 - 

ブラウザ等 

Web ブラウ

ザ(Internet 
Explorer) 

Web ブラウザ

(Internet 
Explorer,unDonut
での動作確認済み)

 
(c) ソフトウェア 
サーバ PC とクライアント PC のソフトウェアの

構成を表３に示す。 
(d) クライアント PC のネットワーク環境 
 現在著者等は、当サイトの学習コンテンツを学

内専用として想定しているため、学外からのアク

セスを禁止している。しかし、本大学内のネット

ワーク環境であればどの PC からも問題なくアク

セス可能なことが確認できている。今後、著作権

などの問題を伴わないコンテンツが制作された場

合は、学外からのアクセスも可能としたいと考え

ている。 
 
3. e-learning システムの構築 
3.1 システム構成 

図 1 は、システム全体の構成である。サーバの

OS は Windows 2000 を用いており、この中に

e-learning システムを搭載している。利用者はネ

ットワークを介してサーバにアクセスする。前述

のとおり、e-learning に取り入れた機能は、ユー

ザ管理、学習機能、問題提示機能、成績管理機能、

双方向性をもった質問機能などである。 
シ ス テ ム 構 築 に 用 い た 言 語 は Visual 

BASIC.NETである12)。また、文書やデータの構

造などを記述する言語としては、XML(Extended 
Markup Language)を用いている13),14)。XMLを用

いた理由は、SQLなどの本格的なデータベース言

語は会得するまで相当な期間を要するので、限ら

れた時間内でシステム構築するのが困難であった

ためであり、XMLにより開発時間の短縮ができた。

図 2～図 7 は構築したシステムのログイン画面、

受講者専用トップページ、コース選択画面、セク

ション画面、学習画面、出題画面などを示す。な

お、これらの詳細な説明は省略する。 
 

トップページ

Webサーバ

webサーバ内

TXTファイル

コース選択
ページ

出題･採点
処理

XMLファイル

学習ページ テストページ
解答ページ

 
図 1 システム全体の構成 
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図 2 トップページ（ログイン画面） 
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図 3 受講者専用トップページ 

 

 
図 4 コース選択画面 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

② 

③ 

① 

 
図 5 セクション画面 

 

 
図 6 学習画面 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

② 

① 

 
図 7 出題画面 
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3.2 コンテンツ 
 理工系のコンテンツは、工学的原理の説明や数

式の展開を含んでいるため、ビデオ形式の講義で

は、学習者のペースで講義内容を把握して進むこ

とが困難である。そこで本研究ではテキストを主

体とし、ヒントを動画で解説するように構成した。

コンテンツの学習画面では自分のペースで勉強し

やすいように図 8 のようなテキストをベースにし、

表や図を用いて説明している。また、テキストや

演習問題において学生が難しいと感じる問題に対

しては図 9 のような EZ プレゼンテーターを用い

てヒントや解説を動画とテキストで作成している。

このようにテキスト、表、図の他に動画を用いて

いる点が通常の教科書にはない e-learningの大き

な特徴である。 
 

 
 

図 8 周波数応答を説明する学習コンテンツ 

 
図 9 EZ プレゼンテーターによる演習の説明 

 
 

4. e-learning の教育効果の検証 
 
 本節では、e-learning システムによる運用結果

とその教育効果について述べる。まず、教育効果

を検討するに先立ち、試験運用を行い、e-learning
システムの運用上の課題を摘出した。この結果、

いくつかの問題点が浮かび上がってきた。特に、

予想されたことではあるが e-learningだけでは学

習が強制されず、講義との連携が重要であること

が改めて明らかになった。そこで、授業方法を、

講義と e-learning を連携する方法に改め、その上

で e-learning の教育効果を検討した。 
 
4.1 e-learning の学習コンテンツの問題点 
 上述の e-learningシステムの試験運用結果から 
(1)強制力の欠如 

(2)問題数が多すぎる 

(3)集中力が持続しない 

(4)学習時間が確保できていない 

(5)難易度が高すぎる 

などの問題点が指摘された。そこで、教育効果を

検討に際しては、講義と連携を取り強制力を持た

せることにした。この講義は本学科の必修科目で

あること、定期試験が直後（2 週間後）に控えて

いるため強制力を持たせることが可能であると考

えた。(2)～(5)の対応策としては、単元ごとに問

題を精選して数を絞り、学習内容と同レベルの問

題を用意した。各課題はそれぞれ約 10 問ほどで、

1問当たり 5分から 10分程度で解答できるような

難易度としている。 

 

4.2 制御工学の講義内容15)

上述のように教育効果の検証科目として用いた

のは、制御工学である。e-learning システムの「強

制力の欠如」を補うため本学科の必修科目である

制御工学で講義と e-learningを連携させて教育効

果の評価を行うことにした。表 4 に制御工学の学

習内容を示す。 

 
4.3 被験者 

本学科の制御工学の講義で被験者となる学生は

2 年生と再履修者である。対象となる学生数は約

80 名であるが、この内 e-learning 学習前のテス

ト、e-learning による学習、e-learning 学習後の
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テストをすべて受験した 41 名の学生を教育評価

の対象とした。 
 

表 4 制御工学の学習コンテンツ 

制御工学とは何か 
制御工学の起源と制御の目

的 

動的システムとは 
動的システムの微分方程式

表現 

ラプラス変換とは 
ラプラス変換の目的,変換

の方法 

ラプラス逆変換 
ラプラス変換と逆変換,逆

変換の方法 

微分方程式の解法 
ラプラス変換・逆変換によ

る微分方程式の解法 

伝達関数とは 伝達関数の概念と求め方 

適度応答とは 過渡応答の概念と求め方 

周波数応答とは 周波数応答の概念と求め方

フィードバック制御 フィードバック制御と特長

制御系の安定性 安定性の概念と判定性 

制御系のシミュレー

ションツール 

シミュレーションツールの

使い方と実習 

制御系のシミュレー

ションツール（1） 

Matlab と Simulink による

シミュレーション（1） 

制御系のシミュレー

ションツール（2） 

Matlab と Simulink による

シミュレーション（2） 

 
4.4 運用期間 
 今回の運用期間は 4 日間である。この期間は少

し短いと考えられるかも知れないが必修科目での

実施であること、定期試験を 2 週間後に控えてい

るなど学習への動機づけを考えると短期でも効果

が得られるものと考えたためである。 
 
4.5 テスト方法 

筆記試験の配点は 100 点満点で、内 80 点が計

算問題、20 点が語彙問題である。 
まず、学生 41 名に定期試験レベルの筆記試験

を受験させ現在の得点状況を把握する。その後、

e-learning を 4 日間受講させ、同様レベルの筆記

試験を受験させる。この時の e-learning 受講前後

の得点差をデータとして収集する。また、その他

に学習履歴、課題実施回数もデータとして収集す

る。なお、比較の方法としては、2 つのグループ

に分けて比較するという方法も考えられる。しか

し、この場合、学習前の 2 グループの平均点、分

散などの母集団データを合わせる必要があり、こ

れを実現するのが通常困難であるため今回はこの

方法を止め、学習前後の点数差から教育効果を検

討する方法を用いた。 
 なお、e-learning 受講前後の筆記試験の間隔は

10 日間であり、この間 e-learning 以外の自己学

習の効果も存在すると考えられるが、e-learning
の学習量が多いため、自己学習に割りあてる勉強

時間は少ないと考えている。したがって、得点差

は主として e-learningによる教育効果と考えるこ

と考えることとした。 
 
4.6 得点の比較 
4.6.1 学習前後の得点の比較 
 まず、学習以前と学習後の平均点を比較するに

あたり、把握を容易にするため、図を用いて視覚

的にそれぞれの状況を説明する。 
（1）e-learning 学習以前 

図 10 は e-learning 学習以前の初期試験の得点

分布である。学習以前の得点分布は 30 点未満が

多く見られ、高得点者が少なく平均 24.6 点となっ

ていた。また、語彙問題の平均点は 10.6 点、計算

問題の平均点は 14.0 点となり、平均点の 43%が

語彙問題、57%は計算問題という結果となった。 
（2）e-learning 学習以後 
 図 11 は e-learning による学習後の筆記試験の

得点分布である。学習以後の得点分布は 30 点以

上 40 点未満が多く見られ、満点の学生も出るな

ど高得点者が 6 人となり学習効果があると思われ

るデータである。平均点は 41.0 点で大きく伸びて

おり、その内、語彙問題の平均点は 15.8 点、計算

問題の平均点は 25.2 点である。平均点の 38.5%
が語彙問題、61.5%は計算問題であり、e-learning
学習以前に比べて計算問題の得点向上が若干認め

られる結果となった。 
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図 10 学習以前の試験の得点分布 
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図 11 学習後の試験の得点分布 
 
(3) 個々の学生の得点向上 

-10

0

10

20

30

40

50

60

70

1 4 7

1
0

1
3

1
6

1
9

2
2

2
5

2
8

3
1

3
4

3
7

4
0

学生No.

得
点
向
上

図 12 個々の学生の得点向上の分布 
 
 図 12 は初期得点と e-learning による学習後の

最終試験との得点差を示したものである。この図

から分かるように多数の学生の得点が向上してい

ることが分かる。均等に得点が向上しているのは

語彙問題である。つぎに、得点が減少している学

生も見られるが、このケースでは計算問題が多い

ことが分かった。つまり、計算問題の内容がよく

理解できていないことに起因すると考えられる。

また、60 点以上も得点が向上している学生がいる

反面、10 点程度しか伸びていない学生もおり、二

極分化の様相も見られる。 
4.6.2 平均点の差の統計的検定 

前節で約 16 点の得点向上がみられることが確

認できた。そこで、得られた学習前、学習後の異

なる 2 つの集団に統計的な平均点の差があるのか

という有意差の検証を行った。 
 まず、帰無仮説H0を次のように設定する。 
 

H0：学習前後の平均点には差がない 
 

これを有意水準 5％で両側検定することとした。

表 5 は差の検定に使用する統計量を示したもので

ある。 

母平均の異なる 2 つの学習前の添字を a とし、

学習後を b とする。母集団から表 4.13 を参照し、

標本の大きさ = =41、標本平均an bn aX =24.6、

bX =41.0、分散 =247.12、 =473.93 となる

ので以下に示す式（4.1）、（4.2）の検定の式に代

入し Excel で計算すると表 6 のようになる。 

2
aS 2

bS

 
表 5 学習前後の統計量 

統計量 学習前 学習後 

標本の大きさ 41 41 
平均点 24.6 41 

標準偏差 15.72 21.77 
分散 247.12 473.93 

 
 

2 2

a b

a b

a b

X Xt
S S
n n

−
=

⎛ ⎞
+⎜ ⎟
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  (4.1) 

 
22 2

22 2

1 1

a b

a b
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a b
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S S
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n n

n n
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⎝ ⎠=
⎛ ⎞ ⎛ ⎞
⎜ ⎟ ⎜ ⎟
⎝ ⎠ ⎝ ⎠+

2

− −

ν 　  (4.2) 

 
表 6 計算結果 

統計量 数値 

t= -3.91 
自由度ν= 144.19 

νに近い整数= 144 
 
次に、表 6 で得られた結果をもとにtの値を有意水

準 5％で両側検定を行う。表 7 は有意水準 5％で

両側検定を行った結果である。有意水準 5％の両

側検定では、tの絶対値が 1.99 以上であれば帰無

仮説H0は棄却できる。 
 

表 7 有意水準 5%で両側検定を行った結果 
有意水準 5% 

棄却域|t|≧ 1.98 
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この場合tは-3.91 であるため棄却できる。よって、

データから「学習前後の平均点には差がない」と

いう帰無仮説H0は棄却され、「学習前後の平均点

に差がある」という統計的結論に至る。 
 統計的結論から、今回の試験運用で得られた平

均点約 16 点の向上は、統計的誤差ではなく、

e-learning 実施による学習効果の表れと言える。

したがって差の検定からも学習効果が確認され、

e-learning の有効性が確認できた。 
 
5. 結論 
 以上の様に開発した e-learningシステムを実際

に運用し、教育効果の評価を行った。その結果を

まとめると 
(1) システム記述言語として Visual BASIC を用

い、テキストとデータベース機能に XML を用い

た独自の e-learning システムを構築した。 
(2) このe-learningシステムを試験運用したとこ

ろ、e-learning においては強制力をもたせて運用

することが有効であることが分かった。 
(3) e-learning の効果を引き出すためには、対面

講義との連携が有効である。これは(2)で述べた

強制力をもたせる運用にもつながる。 
(4) 教育効果の評価を行う科目として制御工学

を取り上げて、コンテンツを制作し、e-learning
受講前後の試験を行った結果、平均約 16 点の向

上が見られ有効性を確認できた。 

(5) e-learning により得点の伸びる学生と伸びな

い学生が存在する。今回の結果では、計算問題に

関しては、約 30%の学生は得点が伸びているが、

残り 70%の学生の得点はあまり伸びていない。た

だし、語彙問題に関しては、ほとんどの学生の得

点が伸びており e-learning の効果が認められる。

したがって今後計算問題に対するよりきめ細かい

コンテンツの提供が必要である。 
(6) e-learning の利点は、システムが自動的に採

点するので、学生自ら自分の弱点、長所が分かり、

意欲のある学生は益々自分の力を伸ばすことがで

きる。また、教師側は採点の負担無しに学生の達

成度を把握できるので、双方向での講義が可能で

ある。 
 以上の結果から今後以下のような改良が必要と

思われる。 
 

(7) ヒント機能の充実 

計算問題の得点を上げるためには課題の解説を丁

寧に行う必要がある。このためには、 

(a)該当する課題の解説位置にリンクを貼り、学

習者が容易に解説場所を探せるようにする。 

(b)該当する課題の解説位置にリンクを貼り動画

による解説を加える。 

が有効であると考える。 

(8) 講義と歩調を合わせる 
今回の e-learning の実施では、単元毎の講義内容

と e-learning の課題の歩調を合わせなかったが、

より講義との連携を生かすためには、e-learning
と単元毎の講義と歩調を合わせることが必要であ

る。 
 また、本研究の成果を踏まえ、現在 XOOPS を

用いた e-learning サイトを構築済みである。上記

で構築した e-learning サイトを実際に運用し、新

たな研究を進めている段階である。 
 最後に本研究は八戸工業大学プロジェクト研究

の支援を頂いたものであり、ここに謝意を表する

次第である。 
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